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ギリシャ10年国債利回り（左軸）
ユーロ/ドル（右軸）
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ユーロ安

ギリシャの債務問題の時間切れが迫っていますが、明るい進展もみられました。4月の終わりには、強硬なバル
ファキス財務相がギリシャ支援を巡る交渉役から外され、ツァカトロス副外務相が代役になったことで、交渉進捗と
合意形成への思惑が台頭し、5月にはギリシャは国際通貨基金(IMF)に7.5億ユーロの融資返済を完了させました。
ギリシャ10年国債の利回りは、2014年9月までは6％の水準でしたが、その後ギリシャのユーロ離脱や政治的リス
クを背景に上昇しました。2015年2月にはギリシャに対する財政支援策が継続されることが合意されたものの、
ユーロ圏財相会合での交渉の行き詰まりをうけて4月中旬には13％まで上昇しました。4月末以降は、前述の進展
をうけて低下し、現在は11％の水準となっています。足元の債券市場は、ギリシャのデフォルト等のリスクを織り込
み済みであると言えます。

現在、欧州主要国と国際通貨基金（IMF）は、ギリシャの欧州連合(EU)離脱を避けるためにギリシャと交渉していま
す。ギリシャは6月12日以降の債務返済のめどがついていないことから、6月の交渉が重要です。

ギリシャ債務問題について
－欧州⺠間⾦融機関への影響は軽微－

（出所）Bloombergより大和住銀投信投資顧問作成

（2014年1月31日～2015年6月12日）

（年/月）

ブルームバーグによれば、ギリシャの債務の多くを欧州金融安定化基金(EFSF)など欧州の政府関係機関や欧州
中央銀行(ECB)、欧州投資銀行(EIB)が保有しているため、民間保有比率は17％と低い水準に収まっています。金
融機関のギリシャ国債保有比率をみると、ギリシャの民間銀行のユーロバンク・エルガシアスとピレウス銀行の2
行でその大部分を保有しているため、ギリシャ以外の欧州金融機関のエクスポージャーは少なく、影響も軽微だと
いえます。万が一、ギリシャの債務不履行が悪影響を及ぼし、地政学的リスクが高まっても優先証券を発行してい
る金融機関の資本の健全性やビジネスそのものが直接的な影響を受けることはないと考えています。つまり、仮
にギリシャが債務不履行に陥ったとしても、（特に優先証券を発行しているような）欧州の金融機関のファンダメン
タルズに与える影響は軽微で、管理可能であると考えられます。

ギリシャの10年国債利回りとユーロ/ドルの推移



 
 
 
 

お取引にあたっての手数料等およびリスクについて 

手数料等およびリスクについて 

 株式等の売買等にあたっては、「ダイワ・コンサルティング」コースの店舗（支店

担当者）経由で国内委託取引を行う場合、約定代金に対して最大 1.24200％（但し、

最低 2,700 円）の委託手数料(税込)が必要となります。また、外国株式等の外国取

引にあたっては、現地諸費用等を別途いただくことがあります。 

 株式等の売買等にあたっては、価格等の変動による損失が生じるおそれがあります。

また、外国株式等の売買等にあたっては価格変動のほかに為替相場の変動等による

損失が生じるおそれがあります。 

 信用取引を行うにあたっては、売買代金の 30％以上で、かつ 30 万円以上の委託保

証金が事前に必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うことが

できることから、損失の額が差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。 

 債券を募集・売出し等により、又は当社との相対取引により売買する場合は、その

対価（購入対価・売却対価）のみを受払いいただきます。円貨建て債券は、金利水

準の変動等により価格が上下し、損失を生じるおそれがあります。外貨建て債券は、

金利水準の変動に加え、為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。

また、債券の発行者または元利金の支払いを保証する者の財務状況等の変化、およ

びそれらに関する外部評価の変化等により、損失を生じるおそれがあります。 

 投資信託をお取引していただく際に、銘柄ごとに設定された販売手数料および信託

報酬等の諸経費、等をご負担いただきます。また、各商品等には価格の変動等によ

る損失を生じるおそれがあります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引コースや商品毎に手数料等およびリスクは異なりますので、上場有価証券等書

面、契約締結前交付書面、目論見書、等をよくお読みください。 

 外国株式、外国債券の銘柄には、我が国の金融商品取引法に基づく企業内容の開示

が行われていないものもあります。 
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